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安全性向上への取組み

○ 当社の原子力発電所では、深層防護の考え方に基づき安全対策を施しており、現在、国
による新規制基準への適合性確認審査の対応や現場の対策工事に全力で取り組んでいます。

○ 今後も、規制要求に留まることなく、最新の技術的知見やデータの収集に努めながら、
自主的・継続的に安全性の向上を目指してまいります。
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［第１段階］異常の発生を防ぎます

・運転員が誤って機器を動かそうとしても動か
ないシステムを採用しています。

【インターロックシステム】

・誤った操作による故障・トラブルを防止する

システム

例：自動車ギアＰかＮの位置以外ではエンジ

ン起動しない

【フェイルセーフシステム】

・一部に故障があった場合、安全状態に向かう

システム

例：振動により自動停止する石油ストーブ

誤作動を防ぐシステムの採用誤作動を防ぐシステムの採用震災・自然現象の想定震災・自然現象の想定

【活断層】
・敷地内に活断層がないことを確認
【地震・津波】
・調査結果や新たな知見を踏まえ、基準地震
動を確認

・想定される最大津波の高さを評価し、敷地
高さは十分に高いことを確認

【自然現象】
・発電所から半径160㎞圏内の火山を調査
・竜巻による飛来物への防護対策を実施
・森林火災等による、原子炉施設への安全性
への影響がないことを確認

・大きな地震にも耐えられる強度をもった設計
です。
・火山や竜巻等の自然現象が起きても、発電
所の安全が確保されることを確認しています。
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［第１段階］異常の発生を防ぎます 地震への対応（川内）
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② 川内原子力発電所の基準地震動

昨年７月８日申請時の震源を特定
せず策定する地震動(450ガル)

基準地震動Ss-1

(540ガル)

北海道留萌支庁南部地震を考慮した

基準地震動Ss-2(620ガル)

① 川内原子力発電所周辺の活断層分布 ③ 北海道留萌支庁南部地震の概要

○マグニチュード：

Mw5.7

○発生日：

2004年12月14日
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川内原子力発電所5km

30ｋｍ

0 10 20km

活断層

伏在断層※

【凡 例】

※後期更新世以降
（約12～13万年前以降）
の活動がない断層

○基準地震動について、広範囲にわたる詳細な地震や地質に関わる調査結果、新たな知見等に基づき、
安全側の評価を行いました。

・地震調査研究推進本部の活断層評価結果等を踏まえても、基準地震動Ss－１（540ｶﾞﾙ）は変わらな
いことを確認［震源を特定して策定する地震動(①,②)］
・北海道留萌支庁南部地震(2004年)を考慮した結果、新たな基準地震動Ss－２（620ｶﾞﾙ）を追加
［震源を特定せず策定する地震動(②,③)］
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［第１段階］異常の発生を防ぎます 津波への対応（川内）

⑥ 海水ポンプエリアの防水対策

④ 津波評価で想定した津波発生源

琉球海溝
（今回の想定区間）

川内原子力発電所

長崎海脚断層

防護壁

貯留堰

防護堤

海水ポンプエリア

○現在の知識･データが全てとせず、安全意識として、
これを超えることが起こりうるとの観点で、安全側
の評価を行いました。

・基準津波について、琉球海溝におけるプレート間
地震(Mw9.1)を考慮して見直し。
発電所(取水口付近)の最高水位は、海抜５ｍ程度
(満潮時) ［④⑤］

・海抜５ｍに位置する海水ポンプエリアの防護壁や

引き波時にも取水可能となるよう取水口前面に
貯留堰を設置［⑥］

⑤ 津波評価の概要

津波の伝播

津波の発生

約８ｋｍ

基準津波策定位置

地震

取水口付近の津波高さ
海抜５m程度（満潮時）

敷地高さ
海抜１３m
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［第１段階］異常の発生を防ぎます 火山への対応

玄海原子力発電所

阿蘇カルデラ阿蘇山

加久藤・小林カルデラ

桜島

川内原子力発電所
霧島山

池田
開聞岳

姶良カルデラ

若尊

阿多カルデラ

鬼界カルデラ

160km

160km

薩摩硫黄島

モニタリング対象火山

カルデラ噴火の規模

100㎞3

10㎞3
0.01㎞3 1㎞30. 1㎞3

450㎞3

噴煙柱高さ

噴出物量

約3万年前
姶良カルデラ:450km3以上

約7.4万年前
トバカルデラ:7,000km3以上

世界最大の噴火

7000㎞3

日本最大の噴火

約9万年前
阿蘇カルデラ:600km3以上

600㎞3600㎞3霧島新燃岳

2011年

桜島薩摩

約1.3万年前

破局的噴火

○ 過去に破局的噴火があったカルデラについて、モニタリング
を実施します。

○ モニタリングに係る委員会を立ち上げるなど、具体的なしく
みを構築します。また、専門家の意見等を取入れながら、継続
的に取り組んでまいります。

・火山の状態に変化がないことを定期的にモニタリング
（地殻変動・地震活動の観測データ、公的機関の公表情報等を収集･分析）

・破局的噴火に発展する可能性がある場合、原子炉の停止、燃料体等の搬出を実施
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［第１段階］異常の発生を防ぎます

屋外タンクエリアの防護ネット

防護ネット

コンテナ

資機材の固縛（飛散防止）

竜巻対策

【凡例】

防火帯（幅２０ｍ）

発電所に設置する防火帯

中央
制御室

検知制御盤

蒸気遮断弁

漏えい信号

漏えい
蒸気

火災感知器、自動消火設備の追加設置 溢水対策（蒸気漏えいの早期検知、遮断）

蒸気管

閉弁
信号

蒸気

中央
制御室

消火設備作動信号

火災受信機
火災感知

消火装置制御盤ハロンガスボンベ

：煙感知器
：熱感知器

【凡例】

温度検出器

○その他の自然災害対策として、竜巻対策及び外部からの火災延焼対策を強化しました。
○プラント内の安全上重要な設備を防護するため、内部火災対策、溢水対策を強化しました。
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［第２段階］異常の拡大を防ぎます

地震・津波等の自然現象により、発電所で異

常が発生してしまった場合でも、それを「事故」
に拡大させないような対策をとっています。

・地震の揺れ等を感知して、原子炉は自動で
停止(制御棒を挿入)します。
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［参考］運転員の教育

○ 運転員には、予期せぬトラブルと直面しても、沈着冷静な判断力と確実な操作が求められてい

ます。この要求を満たすために発電所内の原子力訓練センター等で厳しい訓練を受けています。

○ 運転員は、実務教育後、発電所内の巡視員からはじまり、タービン・発電機運転員、原子炉運

転員等の経験を積み重ね、約１０年かけて一人前の運転員になります。

実務教育
入

社
１・２次系
巡 視 員

ﾀｰ ﾋ ﾞ ﾝ ・発電機
運 転 員

原 子 炉
運 転 員

管理・監督者

インストラクタ室 運転シミュレータ室

１年 ２～３年 ３～４年 ２年
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それでも、事故に至ったら

原子炉の中にある燃料が損傷※し、大きな

事故に至ることがないよう、燃料を冷やすた
めのさまざまな対策をとっています。

・原子炉の中の燃料を冷やすための、
もともとあった複数の装置に加え、さら
にいくつもの冷やす方法を追加しました。

［第３段階］燃料の損傷を防ぎます
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［第３段階］燃料の損傷を防ぎます ～もともとあった装置～

○ 原子力発電所では、配管の破断により冷却材が喪失する事故を想定し、これに備えるため

の非常用炉心冷却装置（ECCS）や格納容器スプレー装置が多重に設けられています。

格納容器
スプレー系

燃料取替用水タンク

格納容器
スプレー系

蓄圧注入系

原子炉格納容器

加圧器
タービンへ

給水

高圧注入系

高圧注入
ポンプ

低圧注入
ポンプ

低圧注入系

低圧注入系

高圧注入系

1次冷却材
ポンプ

1次冷却材
ポンプ

炉心

制御棒及び
駆動機構

蒸
気
発
生
器

原
子
炉
圧
力
容
器

非常用炉心冷却装置
（高圧・低圧注入系、蓄圧注入系）

圧力容器内部の状況に応じ、それぞれ
の系統を用いて炉心に水を注入します。
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［第３段階］燃料の損傷を防ぎます ～冷却・電源供給手段の多様化～

○ それでも、もともとあった装置が使用できないことを想定して、シビアアクシデントの進展を

防止するために、電源供給手段の多様化、冷却手段の多様化に努めています。

＜電源供給手段の多様化＞

大容量空冷式発電機 非常用ディーゼル発電機

燃料油貯蔵タンク増設工事

• 非常用ディーゼル発電機等の常設

の電源設備に加え、原子炉及び使

用済燃料ピットにある燃料の損傷

を防止するための電源や監視する

ための計器類に、電源を供給する

手段の多様化を図っています。

移動式大容量ポンプ車 ホース車

•原子炉及び使用済燃料ピットにあ

る燃料の損傷を防止するため、常

設のポンプに加え、可搬型のポン

プ等を配備し冷却手段の多様化を

図っています。

＜冷却手段の多様化＞
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それでも、燃料の損傷を想定

放射性物質が外部に放出されることがない
よう、格納容器内に閉じ込める対策をとってい
ます。

・格納容器の破損を防ぐための、もともと
あった複数の装置に加え、さらにいくつもの
圧力を下げる方法を追加しました。

［第４段階］放射性物質の放出を防ぎます
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○ 原子炉格納容器の破損を防止するための冷却手段の多様化及び、水素濃度低
減対策に努めています。

原子炉格納容器の冷却・減圧

①格納容器内の冷却手段の多様化（常設設備が使用できない場合の対策追加）
・常設電動注入ポンプ、可搬型ディーゼル注入ポンプ、可搬型電動低圧
注入ポンプによる格納容器スプレイによる格納容器の冷却等

②格納容器水位計の設置
・格納容器スプレイ時の格納容器水位は、格納容器に注水した水量により
把握できるが、水位確認手段を更に追加

溶融炉心冷却

③格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却
・常設電動注入ポンプ、可搬型ディーゼル注入ポンプ、可搬型電動低圧
注入ポンプを使用した格納容器スプレイによる、格納容器下部への注水

④原子炉キャビティ水位計の設置
・格納容器下部に落下した溶融炉心を冷却する水が、原子炉下部キャビティ
に溜まったことは、注水の積算水量計や水源となるタンクの水位変化に
より確認できるが、水位確認手段を更に追加

水素爆発

⑤水素爆発を予防するための水素濃度低減対策
・静的触媒式水素再結合装置の設置
・電気式水素燃焼装置を設置

⑥可搬型格納容器水素濃度計を配備
・中央制御室から格納容器内の水素濃度を監視

移動式大容量ポンプ車

可搬型ディーゼル注入ポンプ

①～⑥は下記
概略図に対応

［第４段階］放射性物質の放出を防ぎます 格納容器破損防止(川内)
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格納容器スプレイポンプ

燃料取替用水タンク

①③可搬型ディーゼル注入ポンプ
可搬型電動低圧注入ポンプ

可搬型注入ポンプによる
格納容器スプレイ

移動式大容量ポンプ車による格納容器
再循環ユニットへの海水供給

屋外 屋内

常設電動注入ポンプによる
格納容器スプレイ

海へ

原子炉補機冷却設備

格納容器

燃料

制御棒

①③常設電動注入ポンプ

原子炉容器

格納容器
再循環ユニット

蒸気
発生
器

淡水池、海

空気、
水蒸気

水素、空気、水蒸気

触媒
ﾌﾟﾚｰﾄ

⑤静的触媒式
水素再結合装置

⑤電気式水素燃焼装置

水素､空気
電気
ヒータ

水蒸気

⑥可搬型格納容器
水素濃度計

原子炉下部
キャビティ

②格納容器水位計

④原子炉下部キャビティ水位計

中央制御室

①移動式大容量ポンプ車

［第４段階］放射性物質の放出を防ぎます 格納容器破損防止(川内)
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それでも、格納容器の破損を想定

格納容器の漏えい箇所へ放水することに
より、放射性物質の周辺環境への放出を極
力低く抑えます。

［第５段階］放射性物質の放出を極力抑えます
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［第５段階］放射性物質の放出を極力抑えます

移動式大容量ポンプ車

海水

放水砲
原子炉容器

蒸気発生器

格納容器

制御棒

シルトフェンス
（海中カーテンにより、放射性物質を含む汚濁水を沈殿させ、拡散を抑制）

○ 万が一、格納容器が破損した場合に、破損箇所に

放水し、発電所外への放射性物質の拡散を抑制する

ため、放水砲を配備しています。
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それでも、放射性物質の周辺への拡散を想定

国、自治体及び当社が連携し、適切な避難

や緊急時の放射線測定を実施する等、地域
の皆さまの安全を確保するために最善を尽く
します。

・当社と、国（首相官邸・原子力規制庁） や
自治体との情報共有システム（ＴＶ会議）が
強化されました。
・国や自治体、事業者等の連携のもと、毎年、
訓練が実施され、避難の手順等の習熟が図
られています。

［第６段階］放射性物質から皆さまを守ります
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［第６段階］放射性物質から皆さまを守ります

○ 第６段階（放射性物質の周辺への拡散）においては、皆さまを放射性物質からお守り
するための取組みが必要です。

○ このため、万が一の原子力災害に備え、原子力災害対策特別措置法に基づき、国や自
治体、事業者などの関係機関を中心に対応体制が整備されており、当社では、原子力事
業者防災業務計画※を関係自治体の地域防災計画との整合を図りながら策定しています。

○ 今後とも、国や自治体との連携のもと、皆さまの安全確保に万全を期してまいります。

原子力災害発生時の対応体制原子力災害発生時の対応体制

［平成２５年度原子力総合防災訓練の例］

緊急時対策所の
テレビ会議システム

※ 原子力災害発生及び拡大を防止し、復旧を図るために、当社が実施する必要な業務を定めたもの

住民避難事態収束

関係自治体

ＴＶ会議

首相官邸
緊急時対応センター（ＥＲＣ）

首相、官房長官
環境大臣

原子力規制委員会
原子力規制庁

後方支援
拠点

原子力発電所
(緊急時対策所)

当社本店
原子力施設事態
即応センター

オフサイト
センター

指示・連絡
・支援ほか
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本店原子力施設事態即応センター

発電所代替緊急時対策所

鹿児島県原子力防災センター

［第６段階］放射性物質から皆さまを守ります

○ 昨年１０月、福島第一事故の教訓を反映した、新たな
原子力防災体制のもとでは、初めてとなる国主催の原子力
防災訓練が、川内原子力発電所を発災事業所として、実際
の災害場面に合わせた実時間実動訓練により、住民避難な
ど原子力災害対応体制を検証することを目的に実施されま
した。

○ 今後とも、国、関係自治体や関係機関との緊密な連携
が図れるように、適宜・的確な情報発信に努めます。

１．日 時

平成２５年１０月１１日（金） １０時００分 ～ １７時３０分

平成２５年１０月１２日（土） １１時００分 ～ １６時３０分

２．参加者
国 ：内閣総理大臣、官房長官、環境大臣、原子力規制委員長 他

鹿児島県 ：知事、薩摩川内市長、いちき串木野市長、その他関係市町首長
参加機関 ：約１３０機関、 参加人数：約３，４００人
当 社 ：社長、副社長、発電本部長 他、約４００人

［訓練の概要］

３．訓練の特徴
・実際の災害場面に近似させた状況において、その場での対応を訓練する
「実時間実動訓練」を実施。
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【川内原子力発電所】

立地自治体：鹿児島県、薩摩川内市

周辺自治体：いちき串木野市、阿久根市

鹿児島市、出水市、日置市、姶良市、さつま町、長島町

熊本県、宮崎県（覚書を締結）

【玄海原子力発電所】

立地自治体：佐賀県、玄海町

周辺自治体：佐賀県内１７市町、唐津市（伊万里市については、協議中）

福岡県、糸島市、福岡市

長崎県、松浦市、佐世保市、平戸市、壱岐市

熊本県（覚書を締結）

玄 海

川 内

［第６段階］放射性物質から皆さまを守ります

○ 発電所周辺地域の皆さまの安全の確保及び環境保全を図るため、既に安全協定を
締結している立地自治体に加え、関係周辺自治体とも協定締結等を進めており、地域
の皆さまの安全と安心の確保を図っています。

○ 協定等では、発電所の通常運転中の情報提供や異常時における連絡等が定められて
おります。

○ 原子力発電所に対する不安がある中で、少しでも住民の皆さまの安心につなげるた
めに、これらの協定等をしっかりと運用してまいります。
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１ 安全性向上への取組み

２ その他自主的な取組み

３ その他参考資料
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その他自主的な取組み（ソフト面）１／３

全交流電源喪失に至った場合を

想定し、訓練シミュレータで、照明を

消灯した中での緊急時運転操作訓練

発電所におけるさまざまな訓練の実施

全交流電源喪失訓練

運転シミュレータを使った訓練
緊急時態対応のために、対策要員となる社員・協力会社員を居住場所

から発電所へ招集する訓練

連絡

連絡

徒歩による出社

◇対策要員召集のため関係者へ連絡 ◇みやま寮玄関前での召集
（薩摩川内市久見崎町）

徒歩による出社

◇交通機関の乱れ等も想定した徒歩
による出社（薩摩川内市青山町付近）

◇緊急時対策所召集

発電所員の召集訓練

○ 夜間や雨天等の厳しい条件下においても、今回導入した様々な対策を確実に実施でき
るように、実践的な訓練を積み重ねることにより、緊急時対応能力の維持・向上に努め
ています。
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その他自主的な取組み（ソフト面）２／３

高圧発電機車等の通行障害と
なるがれき等をホイールローダ
により撤去する訓練

がれき撤去訓練 給水確保訓練

原子炉を継続して冷却するための仮設ポンプによる冷却水供給訓練

電源確保訓練

原子炉冷却用の可搬型ディーゼル注入ポンプや仮設ホースの設置

大容量空冷式発電機等による電源供給や電源ケーブルの布設

通常の送電線ルートが機能しなくなった場

合を想定し、移動用変圧器を発電所内に設

置して別ルートから電力を供給する訓練

外部電源復旧訓練
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○ ＪＡＮＳＩが主催する階層に応じた実践的な研修
への参加を通じて、技術力及び緊急時対応能力の
向上を図っていきます。
・緊急時対策所指揮者研修
強いリーダーシップの発揮と事象の進展を予測した指示
の重要性を認識・向上させる、発電所上層部の教育

・管理者研修
当直長クラスを対象とした、シビアアクシデント発生時
などの高ストレス下での対応訓練を実施

〔リーダーシップの育成〕

原子力災害時の復旧能力の向上

ロボット操作研修風景

その他自主的な取組み（ソフト面）３／３

〔原子力緊急事態支援センターとの合同研修〕

○ 原子力災害発生時、原子力緊急事態支援セン
ターから遠隔制御が可能なロボット等の支援を受け
る体制を構築しています。

○ 同センターの協力のもと、ロボットの操作訓練
を行い、実践力を高めています。

出典：原子力安全推進協会ＨＰ
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自主的な取組み事例自主的な取組み事例

防水対策（水密扉等への取替）
ガレキ撤去用重機等の配備 非常用発電機の追加設置

外部電源の信頼性確保 原子力防災の強化 格納容器フィルタ付ベント装置の設置

○ 当社は、規制要求にとどまることなく、世界最高基準の安全性を目指して、

自主的かつ継続的な安全性向上対策についての取組みを全社一丸となって

進めてまいります。

その他自主的な取組み（ハード面）
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１ 安全性向上への取組み

２ その他自主的な取組み

３ その他参考資料
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東京電力福島第一原子力発電所事故の反省

о原子力発電という特別なリスクを扱う企業として、経営層全体のリスク管理に甘さがあった組織

о事故の進展状況を迅
速的確に関係機関や
地元自治体に連絡で
きなかった

о緊急時必要な作業を設定して
いなかったため、迅速に実行
できなかった

о 過酷事故時にも計器類からプ
ラント情報が入手できると考え
ていた

о過酷事故は起こらないとの思
い込みから、訓練計画が不十
分で、形式的であった

о必要な資機材の備えが不足
していた

о過酷事故、複数号機の同時被
災が起きると考えていなかった
ため、現場の事故対応の訓練
や資機材の備えが不十分で
あった

事
故
対
応
準
備
不
足

対話力技術力安全意識

о過酷事故対策そのも
のを認めることで、現
状の安全性を説明す
ることが困難になり、
訴訟等に悪影響があ
ると考えた

о過剰な対策を求めら
れることを恐れて、津
波対策の必要性につ
いて、規制当局や立
地地域とのコミュニ
ケーションを図る姿勢
が不足していた

о稼働率が経営課題として位置
付けられているのに対し、継
続的に安全性を高めることが
重要な経営課題に位置付け
られていなかった

о自然現象の記録には不確実
さが大きいことを認識した上
で、安全性を重視して積極的
に対策を講じる姿勢が不足し
ていた

о発生可能性に係らず深層防
護の第３・４層の対策を講じる
認識が不足していた

根本原因分析の視点

о海外の運転経験やテロ等の情
報を見ても、自然災害やテロ
等の外的事象によって全電源
喪失が発生し、過酷事故に至
るリスクを無視できないものと
考えることが出来なかった

о過去の判断に捉われて全電源
喪失等により過酷事故が発生
する可能性は十分小さく、更に
安全性を高める必要性は低い
と判断した結果、過酷事故対
策の強化が停滞した

過
酷
事
故
対
策
不
備

自
然
災
害
対
策
の
不
備

根本原因

о知見が十分とは言えない津波
に対し、想定を上回る津波が
来る可能性は低いと判断し、
自ら対策を考えて迅速に深層
防護の備えを行う姿勢が足り
なかった

о土木学会の判断に過度に依
存し、自ら検討を深めて、判断
する姿勢が不足していた

о費用対効果が大きく短期間で
実施可能な対策を立案する柔
軟な発想が欠けていた

要因

※ 東京電力㈱福島原子力事故の総括および原子力安全改革プランを基に作成
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ＰＲＡ手法の高度化

○ 今後、メーカー、原子力リスク研究センター等と協働してＰＲＡ手法の高度化に向
けた、整備及び研究・開発を推進します。

実プラント評価実績あり

実プラント評価への適用性検討段階

研究・開発段階

レベル1.5

レベル２
レベル１

PRA手法の整備・

活用状況
レベル３

内
部
事
象

出力運転時

停止時

外
部
事
象

地 震

津 波

溢 水

火 災

上記以外

レベル1PRA

火災

炉心損傷

炉心

地震、津波 他

機器故障、人的過誤

原子炉圧力容器

レベル2PRA

原子炉格納容器

レベル3PRA

公衆リスク

レベル1.5PRA

格納容器破損

放射性物質
の放散

： ﾚﾍﾞﾙ２PRAに加えて、環境に放散さ
れる放射性物質による健康影響と
発生確率(健康リスク)を評価

ﾚﾍﾞﾙ３PRA

ﾚﾍﾞﾙ１PRA 炉心損傷に至る各事故ｼｰｹﾝｽの発生頻度を定量評価し、
炉心損傷頻度を評価

：

ﾚﾍﾞﾙ２PRA ： ﾚﾍﾞﾙ１PRAに加えて、格納容器機能喪失に至り、
放射性物質が環境中に放散する発生頻度及び
放射性物質環境放出量を評価

ﾚﾍﾞﾙ１PRAに加えて、格納容器破損頻度を評価ﾚﾍﾞﾙ1.5PRA ：
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コミュニケーション活動の実績

○ 発電所周辺の地域の皆さまとのフェイストゥフェイスの対話

原子力発電所の安全対策や新規制基準への適合性審査の状況等について、発電所
の周辺地域を中心に、さまざまな機会を捉え対話活動を実施。

○ 九州全域で対話を重視した原子力に関するご説明を実施

自治体、官庁関係、政党・議員、労働・経済・産業団体、消費者団体（生協・婦

人団体）、町内会長などを対象に、フェイストゥフェイスのご説明を実施。

・ 各自治会長等への訪問によるご説明

・ 地元議会（原子力安全対策等特別委員会など）でのご説明

・ 発電所の安全対策や訓練状況の見学会（地域の自治体・議会・区長会・婦人会な

ど対象）、報道機関への公開

○ 福島第一事故以降のコミュニケーション活動実績

平成24年4月～平成26年３月

九州全域で延べ約１４万４千人のお客さまにご説明を実施

約19,500人約67,800人約56,700人

施設見学会説明会訪問活動


